
（株）風力エネルギー研究所
高橋 邦彦

2019年10月18日

風力発電等技術研究開発／
洋上風力発電等技術研究開発／

洋上風力発電低コスト施工技術開発
（JIP方式による基礎構造の低コスト化技術の調査）

2019年度成果報告会 No.W-07

問い合わせ先：
（株）風力エネルギー研究所
E-mail: takahashi@windenergy.co.jp
TEL: 03-6457-9801

1/ 23

委託先：
（株）風力エネルギー研究所
日立造船（株）



事業概要
1. 期間

開始 ： 2018年11月 終了 ： 2020年 2月

2. 最終目標

3.成果・進捗概要

①CAPEX20%低減に資する基礎構造物の低コスト化技術の調査を行う。
②洋上風車の基礎構造物の低コスト化を効果的及び迅速に実現するため、

発電事業者からなる協議会を組織し、市場プル型のJIP（ジョイント・インダ
ストリー・プログラム）方式により、低コスト化技術の事業性評価及び技術
的評価を実施した上で、今後実証すべき研究テーマを選定する。

①協議会により、洋上風力の基礎構造物の低コスト化技術のF/S調査内容を
検討した。

②基礎構造物の低コスト化技術のコスト評価のため、モデルウィンドファーム
及びコスト算定条件を検討した。

③モノパイル、ジャケット及びサクションバケット基礎構造について、F/S調査
を行い、コスト評価を実施した。

④契約、成果（知財）の扱い等、協議会運営方法について検討した。
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 背景
従来より、洋上風力発電に係る低コスト施工技術の開発について、国の支援による
技術プッシュ型の開発が実施されているが、今般、発電事業者が主体となり、民間事
業者からも開発資金を拠出する形の市場プル型の開発事業（Joint Industry
Program：JIP）を推進することとし、もってイノベーションの迅速な商用化、サプライチ

ェーンの確立・強化、リスクとファイナンスコストの低減による投資増加等の実現を目
指すものである。

 目的
市場プル型アプローチによる汎用性・普遍性のある技術開発要素の抽出、共通のモ
デルウインドファーム及びシナリオに基づいた研究開発、国及び発電事業者の共同
出資による高いレバレッジ効果、発電事業者のニーズとサプライチェーンのマッチン
グ及び発電事業者によるエンジニアリングスキルの向上等により洋上風力の
CAPEXを20%低減する。

 本事業の位置付け
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背景及び目的

本事業（F/S調査）
•基礎構造の設計から設置までを対象とした技術開発
•CAPEX20％低減に寄与する技術
•想定する海域の特性を踏まえ、コスト低減の目標値
を設定し、実現可能性を評価

実証研究
F/S調査の結果、優良と見込ま
れるテーマについて実施

別途公募



 新技術の商用化促進のための産官学連携技術開発プログラム

従来：国の支援による技術プッシュ型の開発

今後：市場プル型の開発へ

JIP（Joint Industry Program）とは

発電事業者主体の開発、開発資金は国及び民間から拠出。

市場プル 促進

サプライ
チェーン

習熟

• イノベーションの迅速な
商用化

• 最もコスト効率のよい解
決方法を選択

• 産業界は市場のニーズ
を踏まえた開発が可能

• サプライチェーン確立及
び強化促進

• サプライチェーンへの投
資増加

• リスクとファイナンスコス
トの低減

• 風力産業の競争力強化

• 産業界における事業開
発の加速

4/ 23



コスト低減に対するJIPの影響

規模 競争化

習熟

2012 新技術
商用化促進

JIPの影響

効率的
習熟手法

JIPの影響

供給網
活性化

JIPの影響

習熟効果

経験時間

施
工

時
間

技術
革新

最適化

産
業

の
成

熟
度

固定価格買取補助金

デモ

大規模商用化
フェーズ

入札

初期商用化
フェーズ

風車大型化

ウィンドファーム
大規模化
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 実施体制案

 WEIT・日立造船が共同提案する。発電事業者から成る協議会を組織する。

 プログラムマネジメント（PMO）は、WEITが実施する。

 基礎構造物のF/S調査は、日立造船が実施する（一部外注）。

JIPによる実施体制

低コスト施工技術開発

発
電

事
業

者

発
電

事
業

者

発
電

事
業

者

NEDO プログラムマネジメント
（PMO）

事業体制

基礎構造物のF/S調査

協議会
運営 コスト評価 法務

助成

協議会

日立造船 WEIT

※F/S対象基礎構造物は協議会にて検討
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PMOの役割
協議会及び技術WGの管理・運営

協議会への技術資料の提出

 F/S調査のための仕様書の作成

契約、知財に関する協議資料の作成
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PMO（プロジェクト管理・運営）体制・内容

PMO

Carbon 
Trust WEIT JANUS B&M

 国際R&D 窓口
 全体管理サポート
 協議会運営サポート
 調 査 仕 様 書 作 成 サ

ポート
 コスト分析

 全体管理
 協議会運営
 技術WG運営
 調査仕様書作成

 全体管理サポート
 協議会運営サポート
 技術WG運営サポート
 調 査 仕様 書作 成 サ

ポート

 法務
 契約サポート
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F/S調査体制

協議会（運営委員会）

外注先

審議・決定提案・報告

マネジメントチーム

基礎構造物のF/S調査
技術アドバイザ

協議会（技術ワーキンググループ）
※外部有識者：

認証機関・大学教授など

アドバイス

FS調査

※ F/S調査の外注のための仕様
（スコープ）策定
実現可能性の技術的評価

※F/S調査の方針の決定
コスト低減の目標値の設定
事業性の評価
実現可能性の総合評価

※F/S調査の対象の基礎構造物
は協議会の意見を踏まえて決定
仕様書に基づき、日立造船が
実施する（一部外注）



 F/S調査は約1年間

 2018年度

 協議会を組成する。

 契約、成果（知財）の扱いに関する取り決めを行う。

 想定する海域の特性を踏まえ、コスト低減の目標値を設定する。（CAPEX20%低減）

 基礎構造物に係るF/S調査の基本仕様を決める。

 基礎構造物に係るF/S調査を行う。

 2019年度

 協議会の運営方法について検討する。

 2018年度のF/S調査結果を踏まえて、基礎構造物に係るF/S調査を行う。

 実現可能性の評価を行う。

 【参考】実証試験（DP）は2～4年（別事業・別予算）

 2019年度以降に実施

 F/S調査で優先順位の高いテーマについて応募を目指す

 年予算：未確定
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プロジェクトスケジュール



 FS調査（共通基盤研究）
 テーマは基礎構造物（設計から設置）の低コスト化（CAPEXの20%低減）

 事業期間は、2018年度～2019年度（2018年11月～2019年9月） の約1年間

 2018年度はコスト試算のための概略設計。協議会での中間評価結果に基づき、
2019年度に詳細設計。

10/ 23

2018年度スケジュール

①事業者公募 ③助成予定決定

2018年6月 7月 8月 9月 10月

②審査期間

F/S調査スコープ策定・承認

11月 12月 2019年1月 2月 3月

⑦第2回技術WG

F/S調査中間評価

F/S調査中間報告

協議会運営方法の検討及び契約

F/S調査開始

⑤第1回運営委員会④交付決定 ⑥第1回技術WG
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2019年度スケジュール

2019年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最終報告承認

⑨第3回技術WG ⑪第3回運営委員会

F/S調査進捗報告

 FS調査（共通基盤研究）
 テーマは基礎構造物（設計から設置）の低コスト化（CAPEXの20%低減）
 事業期間は、2018年度～2019年度（2018年11月～2019年9月） の約1年間
 2018年度はコスト試算のための概略設計。協議会での中間評価結果に基づき、2019

年度に詳細設計。

F/S調査（継続）

最終報告ドラフト回覧

FS調査の評価

FS調査進捗確認

⑧第2回運営委員会

今年度方針検討

⑩第4回技術WG

協議会運営方法の検討及び契約



• LCOEの算出

• 感度分析（鋼材単価、人件費単
価、ヤード保管費単価、設備利用
率）

コスト
• 開発費
• 資本費
• 運転維持費
• 撤去費

LCOE評価フローの提案

• 共通項目
• 支持構造物

コスト検討ケース

ファイナンス条件
• 割引率
• プロジェクト期間

（開発・建設・操業・撤去）

モデルウィンドファーム条件
• 設備容量
• 基数
• 設備利用率

② コストモデル入力値の作成

RFI
• プロジェクト情報
• 施工技術情報
• 製作
• 輸送
• 設置
• 維持管理
• 撤去
• コスト

LCOE: ALCOE: ALCOE: ALCOE: ALCOE: A

① コスト評価条件 ③ コスト計算 ④ 各ケース検討結果

LCOE［円/kWh］

：開発費、 ：建設費、 ：固定資産税、 ：撤去費、 ：運転維持費、 ：発電電力量

=

技術WG検討事項
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■モデルウィンドファームパラメータ

パラメータ ベースライン

設備容量 [MW] 128MW
風車定格容量 [MW] 8MW
風車機数 16
設備利用率 [%] 30 %
サイト位置及び拠点港 日本海側
水深 [m] 30 m
拠点港とサイトの離岸距離 [km] 2.5 km
基礎構造形式 モノパイル ジャケット式 サクションバケット
基礎構造施工 旋回式杭打船（1800t吊）／固定式起重機船（3000t吊）

モデルウィンドファーム
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■地盤条件
-30 ～ 36 [m] 砂質土 N=20

-36 ～ 58 [m] 砂質土 N=46
-58 ～ 85 [m] シルト混じり砂 N=57
-85 ～ [m] 砂質土 N=58



 前提条件

 日本市場： 基礎以外のコストについては欧州実績を元に日本市場を推定（インフラ

は整備済とした）

基礎コストは日立造船による算出

各基礎で用いた施工船はそれぞれに適したものを選定

日本での実情に合わせた傭船費の算定

 開発費及び運転維持費（各基礎共通）

コスト算定条件
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開発費 運転維持費

2.27

0.30

2.27

0.20
0.68

0.91

1.82

0
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7
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10

各基礎構造共通

開
発

費
[万

円
/k

W
]

詳細設計

基本設計（FEED）

地盤調査

海底地形調査

風況観測

環境影響調査

開発コンサル 0.67

0.11

0.10
0.01
0.13

0.29

0.01

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4
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0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1
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1.4

1.5

各基礎構造共通

運
転

維
持

費
[万

円
/k

W
]

固定資産税

系統保守

O&M 港

船（その他）

船（ジャッキアップ）

技術者トレーニング

作業員移送

補修



 コスト評価結果

コストの評価結果：資本費

資本費※1

※1 基礎以外の資本費には、風車、アレイケーブル・送電ケーブル、変電所の設備費及び施工費、プロジェクト管理費、保険料（建中）が含まれる。
※2 輸送費は、回航費、積出、拠点港からサイトまでの輸送が含まれる。
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基礎構造物の資本費及び撤去費※2

約1/2低減



基礎構造物の低コスト化技術のF/S調査について
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 1.基礎構造の低コスト化技術の調査
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基礎構造物の低コスト化技術のF/S調査

●目標CAPEX20％の低減

日本の地盤条件・海象条件を元に、
洋上着床式基礎でコスト高となっている要因を分析して、
新工法による提案や低コストに繋がる改善、改良を提案する。

施工方法から構造を根本的に変えるなど、視野を広くして検討する。



 2.サクションバケット基礎工法の検討

18/ 23

基礎構造物の低コスト化技術の検討

①8MW級の大型化への設計
②量産化への構造検討

③設置海域近傍ヤードでの組立

④大型FCを必要としない
輸送および据付



基礎構造物の低コスト化技術の検討
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先行する海外の先行技術

日本にそのまま導入

日本に適合するか？
実施施工する

問題なし
今後も継続

非適合と
判断

適合に向けて検討

別工法改良

日本に導入前

適合検討、改善によるコスト低減検討

非適合

日本に適合するか？
コスト低減の調査

目標：CAPEX20%ダウン
フィージビリティスタディ

優位な工法
採用

適合に向けて検討

別工法改良

適合

 3. 事前検討の優位性（CAPEX低減を目的）

先行技術
そのまま

F/Sの強み
CAPEXダウン考慮



モノパイル ジャケット サクションバケット

30
m

45
m

Φ
3.

2m

30m

30
m

50
m

Φ
9m

30
m

12
m

Φ21m

基礎構造の比較（着床式基礎 8MW、水深30ｍ）
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F/S検討条件

項目 モノパイル ジャケット サクション 備考

杭打設固定式3,000ｔ吊起重機（日/基） 3 TP、MP合算、

杭打設固定式1,800ｔ吊起重機（日/基） 5 1 SB

積込み固定式2,000t吊起重機（日/基） 1 2 1

海上輸送14,000t積台船（日/基） 14 13 9 MP、JKT、SB

海上輸送6,000t積台船（日/基） 5 TP

海上輸送3,000t積台船（日/基） 35 JKT杭

要 要 不要

要 要 要

1年 2年 1年 4月～9月工期

8MW、水深30m　各種基礎の比較結果

基礎工

輸送

建設

洗掘防止工

回航費
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位置 日本海側沖 沿岸距離3～5km

水深 -30ｍ

サイズ 8MW

基数 16基

-30～36m 砂質土 N＝20

-36～58m 砂質土 N=46

-58～85m シルト混じり砂 N=57

-85～ 砂質土 N=58

日本海側暴風波浪時

極稀地震（ﾚﾍﾞﾙ2）地震

Nowphasﾃﾞｰﾀより算定

モノパイル

ジャケット

サクションバケット

基本条件

基礎構造物

地盤条件

風車

サイト条件

土層構成

気象海象条件

地震

施工海象条件



■4.JIP方式のメリット
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○発電事業者が自ら技術開発を進めたい内容がある時。

○JIP方式は技術研究開発のアウトソーシング。

○複数の企業からなる協議会の要望に適した研究開発の
成果が入手できる仕組み。

どのような時にJIP必要か？

どのような仕組か？JIPとは？

○費用と技術者人材の不足で技術開発が不十分となる
可能性がある時。

○同じ目的を持つ技術開発を複数者で行えば、
研究開発の投資をコストダウン出来る。

○保有技術により、他社との差別化が出来る。

JIPのメリットとは？

JIP方式について



 成果・進捗

 協議会により、洋上風力の基礎構造物の低コスト化技術のF/S調査内容
を検討した。

 基礎構造物の低コスト化技術のコスト評価のため、モデルウィンドファー
ム及びコスト算定条件を検討した。

 モノパイル、ジャケット及びサクションバケット基礎構造について、F/S調
査を行い、コスト評価を実施した。

 契約、成果（知財）の扱い等、協議会運営方法について検討した。

 今後の予定

 洋上風車の基礎構造物の低コスト化の最終目標に向けて、以下の項目
について検討する。

 CAPEX20%低減目標の実現可能性について検討をする。
– ウィンドファームの大規模化の影響の評価

– 風車大型化を見込んだ更なる低コスト化の検討

協議会による事業性評価及び技術的評価を実施した上で、実証研究
テーマを選定する。

実証研究をする上での評価項目の検討、課題の洗出しをする。

成果・進捗及び今後の予定
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